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第１章 計画の目的と位置づけ 

 

１ 計画の目的 

本計画は、建設後概ね 50 年が経過し建替えの時期を迎える住宅が今後 10

年間で約２万８千戸に急増するとともに、入居者の約 45％が 65 歳以上で団地

コミュニティの活性化が急務となっている県営住宅について、地域に開かれ

た新しい「健康団地」へと再生し、今後も住宅セーフティネットの中核として

の役割を果たしていくため、県営住宅の再生に関する基本方針及び施設整備

（ハード）と居住支援（ソフト）の両面にわたる推進すべき施策を定めるもの

です。 

県では、健康寿命を延ばすため「未病を改善する」取組を進めていますが、

こうした取組を県営住宅にも反映させるため、だれもが健康で安心していき

いきと生活できる「健康団地」への再生を目指していきます。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、本県の住宅政策である「かながわの住宅計画」の一部として位置

づけられます（次ページ体系図参照）。 

また、本県が所有するすべての公共施設に共通する基本的な管理の考え方

を整理した「神奈川県公共施設等総合管理計画（2017（平成 29）年３月）」の

個別施設計画（神奈川県公営住宅等長寿命化計画）としても位置づけます。 

 

３ 計画期間 

本計画は、今後 10 年間で建替えの時期を迎える約２万８千戸について、法

定耐用年限までに建て替えるよう長期的に見通した上で、計画期間を 2019 年

度から 2028 年度までの 10 箇年とし、原則として５年ごとに見直しを行うこ

ととします。 
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都市づくりに係る部門別計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

連携 

連携 市町村住宅マスタープラン 

（市町村住生活基本計画） 

かながわ都市マスタープラン 

（総合計画を支える都市づくりの分野での 
基幹的な計画） 

県 総 合 計 画 

連携 

■図表 1 「かながわの住宅計画」の体系図 

○ 基本目標 
「人生１００歳時代に向けて、全ての県民が、安心して、安全で良質な住宅に住
み、ともに支えあいながら、魅力あふれ、質の高い住生活が送れる住まいまちづ
くりの実現」 

○ 計画期間：2016（平成 28）年度～2025 年度 

○ 住宅施策と福祉施策の一体的な取組を推進することにより、高齢者の

居住の安定を確保するための施策を示した計画 

○ 計画期間：2019 年度～2028 年度 

○ 住宅セーフティネット法に基づく登録住宅の目標戸数や神奈川県の実

情に応じた登録基準等を定めた計画 

○ 計画期間：2019 年度～2025 年度 

■ 地域住宅計画（神奈川県地域） 

○ 地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する目

標、目標を達成するために必要な事業、目標を定量化する指標等を定

めた計画 

○ 計画期間：2017（平成 29）年度～2021 年度 

○ すべての県営住宅を、地域に開かれた新しい「健康団地」へと再生

するための、基本方針と推進すべき施策を示した計画 

○ 計画期間：2019 年度～2028 年度 

かながわの住宅計画 
下記の５計画で構成 

■ 神奈川県住生活基本計画 
（都道府県住生活基本計画） 

■ 神奈川県高齢者居住安定確保計画 

■ 神奈川県賃貸住宅供給促進計画 

■ 神奈川県県営住宅 健康団地推進計画 

住生活基本計画 

（全国計画） 

住生活基本法 

高齢者の居住の安定

確保に関する法律 

住宅セーフティ 

ネット法 

地域住宅 

特別措置法 
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４ ＳＤＧｓとの関係 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals）とは、

2015（平成 27）年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のため

の 2030 アジェンダ」にて記載された 2016（平成 28）年から 2030 年までの国

際目標です。ＳＤＧｓの 17 のゴールのうち７つのゴールと強い関連を持つこ

とから、住宅セーフティネットの中核をなす県営住宅の目指すすがたは、Ｓ

ＤＧｓと理念や目標の一部を共有するものです。 

真に住宅に困窮する者に県営住宅を的確に供給することで、ＳＤＧｓの目

標である「誰一人取り残さない社会」の実現を目指します。 

 

■図表 2 ＳＤＧｓの 17 のゴール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図表 3 住宅セーフティネットの中核をなす「県営住宅」と関連が強い 7 つのゴール 

 

 


